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１ 開 会 

 

２ 議 事 

 （１）事後評価手続き等に係る審議について 

   ・方法書 

・成果の評価 

・実施過程の評価 

・効果発現要因の整理 

・事後評価原案の公表の妥当性 

（２）今後のまちづくりについての審議について 

  ・今後のまちづくり方策の作成 

  ・フォローアップ 

（３）その他 
 

３ 閉 会 
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※ 記入にあたっての留意事項  

 

方法書提出様式の記入にあたっては、下記の点に留意してください。 
 

１．事後評価ならびにフォローアップの作業が円滑かつ確実に進められるよう、事後評

価に関わる各評価項目の計測又は確認の時期、主体、手法等を具体的に記載してく

ださい。 

２．記入項目の詳細や記入例については「方法書作成の手引き」を参照してください。 

３．数値及び文章は、適宜、欄（枠）を拡張するなどして記入してください。 



 2 

 
（１）成果の評価 

１）都市再生整備計画に記載した数値目標の達成状況 

指標１： 歩行者通行量 

Ａ：事前評価時の『従前値』の求め方 

①従前値の 

 基準時点 

「函館市中心市街地歩行者通行量調査」平成２４年８月 

②実施主体 経済部中心市街地担当（主管課） 
③計測手法 中心市街地地区のうち，函館駅前・大門地区および本町・五稜郭・梁川地区を対象とし，

それぞれ８調査地点，合計１６地点における平日と休日の２日間の平均値 
Ｂ：事後評価時のデータの計測方法と『評価値』の求め方 

④計測時期 平成２９年６月下旬  ※Ｈ29 年６月 25 日（日），30 日（金）に実施 
⑤実施主体 経済部中心市街地担当 
⑥データの 

計測手法 

事前評価時の従前値の計測方法と同一の計測手法とする。 

⑦評価値の 

求め方 

中心市街地地区のうち，函館駅前・大門地区および本町・五稜郭・梁川地区を対象とし，

それぞれ８調査地点，合計１６地点における平日と休日の２日間の平均値を評価値とす

る。 
⑧確定／見 

込みの別 

● 確 定  

 見込み 

Ｃ：フォローアップ時の『確定値』の求め方 

⑨ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

の必要性 

 あ り  
● な し 

⑩計測時期  
⑪実施主体  
⑫計測手法  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 3 

 
指標２： イベント開催数 

Ａ：事前評価時の『従前値』の求め方 

①従前値の 

 基準時点 

都市再生整備計画作成時（平成２５年３月） 

②実施主体 経済部中心市街地担当 
③計測手法 平成２３年度１年間の中心市街地地区における不特定多数の人が集まる催事で，複数年

継続して行われているイベント開催数 
Ｂ：事後評価時のデータの計測方法と『評価値』の求め方 

④計測時期 平成２９年９月末時点  ※Ｈ29 年９月末の実績とＨ30 年３月までの予定を確認 
⑤実施主体 経済部中心市街地担当 
⑥データの 

計測手法 

函館市中心市街地活性化基本計画に掲載のイベント事業の実施状況を把握し，さらに新

たに整備された施設等でのイベント開催数を推計する。 
⑦評価値の 

求め方 

９月までの実施回数と１０月以降の実施予定回数を合計し，評価値（見込み値）とする。 

⑧確定／見 

込みの別 

 確 定  

● 見込み 

Ｃ：フォローアップ時の『確定値』の求め方 

⑨ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

の必要性 

● あ り  
 な し 

⑩計測時期 平成３０年４月 
⑪実施主体 経済部中心市街地担当 
⑫計測手法 平成２９年度１年間のイベント開催数を平成３０年４月に事前評価と同じ方法で計測

し，確定値とする。 
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指標３： 本町・五稜郭地区への来街頻度 

Ａ：事前評価時の『従前値』の求め方 

①従前値の 

 基準時点 

「本町・五稜郭地区に関するアンケート調査」平成２２年１月 

②実施主体 都市建設部街づくり推進課 
③計測手法 中心市街地地区内の本町・五稜郭地区への市民の来街状況を把握するため，アンケート

調査を実施した。 
本町・五稜郭地区への来街頻度のうち「ほぼ毎日」から「週１～４回」と回答した人の

割合 
□実施期間：平成２１年９月３０日～１０月２０日 
□調査対象：住民基本台帳に登録されている満２０歳以上の市民 
□調査数対象：３，０００人 

Ｂ：事後評価時のデータの計測方法と『評価値』の求め方 

④計測時期 平成２９年７月時点  ※Ｈ29 年７月８日（土）～24 日（月）実施 

回答数 889 人（回収率 29.6％） 
⑤実施主体 経済部中心市街地担当 
⑥データの 

計測手法 

アンケート調査を実施し，本町・五稜郭地区への来街頻度のうち「ほぼ毎日」から「週

１～４回」と回答した人の割合を評価値とする。 
□実施期間：平成２９年７月中旬～下旬 
□調査対象：住民基本台帳に登録されている満２０歳以上の市民 
□調査数対象：３，０００人 

⑦評価値の 

求め方 

計測時点では対象事業が全て完了していないが，ほぼ全ての事業が実施され，整備され

た施設やイベントの実施により賑わいの環境が充実していることから，平成２９年９月

時点の来街頻度を評価値とする。 
⑧確定／見 

込みの別 

● 確 定  

 見込み 

Ｃ：フォローアップ時の『確定値』の求め方 

⑨ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

の必要性 

 あ り  
● な し 

⑩計測時期  
⑪実施主体  
⑫計測手法  
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指標４： 函館駅前・大門地区への来街頻度 

Ａ：事前評価時の『従前値』の求め方 

①従前値の 

 基準時点 

「函館駅前・大門地区に関するアンケート調査」平成２０年 

②実施主体 都市建設部街づくり推進課 
③計測手法 中心市街地地区内の函館駅前・大門地区への市民の来街状況を把握するため，アンケー

ト調査を実施した。 
函館駅前・大門地区への来街頻度のうち「毎日」から「週１回程度」と回答した人の割

合 
□実施期間：平成２０年４月１５日～５月２日 
□調査対象：住民基本台帳に登録されている満２０歳以上の市民 
□調査数対象：１，０００人 

Ｂ：事後評価時のデータの計測方法と『評価値』の求め方 

④計測時期 平成２９年７月時点  ※Ｈ29 年７月８日（土）～24 日（月）実施 

回答数 889 人（回収率 29.6％） 
⑤実施主体 経済部中心市街地担当 
⑥データの 

計測手法 

アンケート調査を実施し，函館駅前・大門地区への来街頻度のうち「毎日」から「週１

回程度」と回答した人の割合を評価値とする。 
□実施期間：平成２９年７月中旬～下旬 
□調査対象：住民基本台帳に登録されている満２０歳以上の市民 
□調査数対象：３，０００人 

⑦評価値の 

求め方 

計測時点では対象事業が全て完了していないが，ほぼ全ての事業が実施され，整備され

た施設やイベントの実施により賑わいの環境が充実していることから，平成２９年９月

時点の来街頻度を評価値とする。 
⑧確定／見 

込みの別 

● 確 定  

 見込み 

Ｃ：フォローアップ時の『確定値』の求め方 

⑨ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

の必要性 

 あ り  
● な し 

⑩計測時期  
⑪実施主体  
⑫計測手法  
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（１）成果の評価 
２）その他の数値指標（当初設定した数値目標以外の指標）による効果発現の計測 

数値指標： 中心市街地内の路面電車の乗降人員数 

記述理由 大目標では，「市民生活と歴史・文化，観光が融合した回遊性の高いまちづくり」として

おり，地区内における各種整備事業による交流人口の増加や回遊性の向上の効果発現を

計測するため，４つの指標を設定しているが，市民や観光客の身近な移動手段である路

面電車の乗降人員数は増加傾向にあり，交流人口拡大の目標指標を補完するため，「その

他の数値指標」として設定した。 

Ａ：事前評価時の『従前値』の求め方 

①従前値の 

 基準時点 

「路面電車の乗降人員数調査」（平成２３年１１月） 

②実施主体 企業局交通部 
③計測手法 中心市街地内の路面電車の停留場（９か所）における，１日あたりの乗降人員数。 
Ｂ：事後評価時のデータの計測方法と『評価値』の求め方 

④計測時期 平成２９年１１月時点  ※Ｈ29 年 11 月 15 日（水）実施 
⑤実施主体 企業局交通部 
⑥データの 

計測手法 

従前値の計測方法と同一の計測手法とする。 

⑦評価値の 

求め方 

中心市街地内の路面電車の停留場（９か所）における，１日あたりの乗降人員数を評価

値とする。 
⑧確定／見 

込みの別 

● 確 定  

 見込み 

Ｃ：フォローアップ時の『確定値』の求め方 

⑨ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

の必要性 

 あ り  
● な し 

⑩計測時期  
⑪実施主体  
⑫計測手法  
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（２）実施過程の評価 

１）モニタリングの実施状況の確認 

Ａ：都市再生整備計画への記載状況および実施状況
 

 ア■ 都市再生整備計画に実施することを記載した 

イ□ 都市再生整備計画に記載しなかった 

ウ□ 都市再生整備計画に記載はないが実施した 

Ｂ：実施事項（※Ａで、アまたはウに該当する場合に記入、イの場合には「なし」と記入）
 

 事業の進捗状況の精査や市民アンケート等のモニタリング調査を実施し，事業効果

を確認した。 

Ｃ：事後評価時の確認方法 

①時  期 交付終了年度（平成２９年７月） 
②確 認 先 経済部中心市街地担当 
③確認方法 中間年である３年目（平成２７年度）に行った事業効果分析調査および中心市街地

活性化基本計画中間評価（平成２８年８月）により確認する。 
２）住民参加プロセスの実施状況の確認 

Ａ：都市再生整備計画への記載状況および実施状況
 

 ア□ 都市再生整備計画に実施することを記載した 

イ■ 都市再生整備計画に記載しなかった 

ウ□ 都市再生整備計画に記載はないが実施した 

Ｂ：実施事項（※Ａで、アまたはウに該当する場合に記入、イの場合には「なし」と記入）
 

 なし 

Ｃ：事後評価時の確認方法 

①対  象  
②時  期  
③確 認 先  
④確認方法  

３）持続的なまちづくり体制の構築状況の確認 

Ａ：都市再生整備計画への記載状況および実施状況
 

 ア■ 都市再生整備計画に実施することを記載した 

イ□ 都市再生整備計画に記載しなかった 

ウ□ 都市再生整備計画に記載はないが実施した 

Ｂ：実施事項（※Ａで、アまたはウに該当する場合に記入、イの場合には「なし」と記入）
 

 まちづくり会社や商店街の活動と連携しながら，市民や観光客などのニーズに応じ

た取り組みを実施し，賑わいの創出に努める。 

Ｃ：事後評価時の確認方法 

①対  象 まちづくり会社等のまちづくり活動の継続実施状況 
②時  期 交付最終年度 
③確 認 先 経済部中心市街地担当 
④確認方法 まちづくり会社等からの情報提供により，継続的な活動状況を確認する。 
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（３）効果発現要因の整理 
①時  期 平成２９年９月～１１月   
②実施主体 経済部中心市街地担当（主管課） 
③検討体制 経済部中心市街地担当が主管課となり，事業に関連する部署（経済部商業振興課，

都市建設部都市計画課，土木部道路建設課，企業局交通部施設課等）を中心とし，

その他関係部署による庁内会議を開催する予定である。 
また，地域への波及効果の度合いを把握するため，市民や有識者等を対象としたワ

ークショップの開催を予定しており，いただいた意見を庁内会議の中で取り入れ，

効果発現の整理を行う。 
 

（４）今後のまちづくり方策の作成 

①時  期 平成２９年９月～１１月 
②実施主体 経済部中心市街地担当（主管課） 
③検討体制 前記メンバーから意見聴取し，今後のまちづくり方策を作成する。 

なお，地域への波及効果の度合いを把握するため，市民や有識者等を対象としたワ

ークショップの開催を予定しており，いただいた意見を今後のまちづくり方策の参

考とする。 
 

（５）事後評価原案等の公表 

 原案の公表 評価結果(最終)の公表 

①時  期 平成２９年１２月 平成３０年３月 
②実施主体 経済部中心市街地担当 経済部中心市街地担当 
③公表方法 広報誌により公表を周知し，経済部中心

市街地担当窓口にて閲覧，ホームページ

に掲載する。 
公表期間は２週間とする。 

広報誌により公表を周知し，経済部中心

市街地担当窓口にて閲覧，ホームページ

に掲載する。 
公表期間は１年間とする。 

 
（６）評価委員会の審議 

①時  期 平成３０年１月  ※平成 30 年１月 31 日開催 
②実施主体 経済部中心市街地担当 
③設置・ 

運用方法 

新たに「都市再生整備計画事業事後評価委員会」を設置する。 
委員は，学識者，建築士等まちづくりについて知見を有する者，経済に関する関係

機関に所属する者，その他市長が指定する者から構成する。まちづくりの観点から，

都市再生整備計画事業に限定し，事業評価を行う。 
 

（７）その他の機会における有識者からの意見聴取の予定 

①聴取方法 経済やまちづくり等の分野に関する有識者から，事後評価原案について意見をうかが

う。 

 ※（３）～（６）の検討以外に市町村で任意に有識者から意見聴取を予定する場合に記入 
（８）事後評価に必要な経費に関わる予算措置の状況 

①予算措置 

の状況 

ア□ 費用は発生しない 

イ■ 費用は発生するが、予算措置を講じている 

ウ□ 費用は発生するが、予算措置は講じていない 

エ□ その他（                                ） 

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ：本町・五稜郭 Ｈ29 年 10 月５日（木） 

       函館駅前・大門地区 Ｈ29 年 10 月６日（金） 

庁内会議：Ｈ29 年 12 月 15 日（金） 

原案公表・意見聴取期間：Ｈ29 年 12 月 27 日（水） 

                 ～Ｈ30 年１月 15 日（月） 

意見聴取：Ｈ29 年 12 月 25 日（月） 
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都道府県名 北海道 

市町村名 函館市 

地区名 中心市街地地区 
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連絡先 ＴＥＬ 0138-21-3988 
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■函館市中心市街地地区都市再生整備計画事後評価原案の概要

（１）効果発現要因について

大目標

目標１

目標２

４０，４１６人 （H２４） ４５回／年 （H２３） ２１％ （H２１） １０．８％ （H２０） ９，９２９人 （H２３）

４１，０００人 （H２９） ５１回／年 （H２９） ２６％ （H２９） ２０％ （H２９） － －

３９，５１２人 （H２７） ４９回／年 （H２７） １８．７％ （H２７） １２％ （H２７） １１，５２１人 （H２７）

４５，５５１人 （H２９） ５７回／年 （H２９） １９．８％ （H２９） １２．４％ （H２９） １０，９０３人 （H２９）

フォローアップ（評価値の確定時期）

市民生活と歴史・文化，観光が融合した回遊性の高いまちづくり

賑わいある集客拠点の創出

新たな交流を生む都市空間の創出

まちづくりの目標

モニタリング（中間）

総合所見

・市街地再開発事業や優良建築
物等整備事業により，良好な市街
地環境が整い，また，子育て世代
活動支援プラザなどの整備や案
内機能の向上などにより，中心市
街地の往来が増えた。

・従前からの商店街等によるイベ
ント開催に加えて，新たに整備さ
れた公共施設において新規イベ
ントが開催されるなど，新たな賑
わいの創出につながった。

・目標値にはいたらなかったが，
市民交流プラザには，オープンか
ら６ヵ月間で約１８万人の来館が
あり，一定の効果をあげた。

指標３
本町・五稜郭地区への来街頻度

○ ○ △

○

基
幹
事
業

提
案
事
業

関
連
事
業

函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業

都市構造に関する基礎調査

市道ときわ通改築事業

歩行者案内サイン整備事業

市道ときわ通歩道整備事業

子育て世代活動支援プラザ整備事業（キッズプラザ）

△

△

－

△

△

－

－

－

○

◎

○

－

－

－

－

－

－

◎

△

指標４
函館駅前・大門地区への来街頻度

その他の数値指標
路面電車の乗降人員数

指標１
歩行者通行量

指標２
イベント開催数

△

△ －

はこだておもしろ館整備事業（みらい館） ◎

○ －

アーケード撤去事業

観光等案内情報端末整備事業

電車停留所整備事業

中心市街地出店促進事業

事業効果分析調査

◎ － △

－

－

○

－

－

－

△

△

△

△

△

函館本町地区優良建築物等整備事業

目標を定量化する指標

従前値

目標値

評価値

目標達成度

◎

成
果
の
指
標

指
標
改
善
へ
の
貢
献
度
・

目
標
未
達
成
へ
の
影
響
度

効
果
発
現
要
因
の
整
理

フォローアップなし

はこだておもしろ館整備事業（みらい館）

市民交流プラザ整備事業（函館コミュニティプラザ）

○：目標値を上回ったもの，△：目標値に達していないものの，近年の傾向より改善しているもの，×：目標値に達しておらず，近年の傾向よりも改善がみられないもの

－

◎

◎

◎

－

－ －

△

－

△

△

◎

－

○

○

○

○

－

－

－

◎

◎

－

－

－

○

◎

○

－

－

函館市元気いっぱい商店街等支援事業

◎

◎

◎

・目標値にはいたらなかったが，
子育て世代活動支援プラザおよ
びはこだておもしろ館には，オー
プンから１年間で約１７万人の来
館があり，一定の効果をあげた。

・利用しやすい環境を整えること
により，観光客をはじめとした路面
電車の利用増加につながるととも
に，各種事業の整備により中心市
街地への往来が増え，利用者の
増加につながった。

フォローアップなし フォローアップなし

△

◎

◎

◎

フォローアップなし

◎：直接的に改善に貢献したもの，○：間接的に改善に貢献したもの △：ある程度の効果をあげたもの，×：指標目標未達成の間接的な原因となったもの 指標１・２と同じ

・立地適正化計画に基づき都市機能の集約化および居住誘導を図
る。
・公共施設においては，さらなる利用者増を図るとともに，来館者アン
ケート調査の結果，施設利用のみを目的とした来街割合が高いこと
から，商店街や各店舗の魅力向上に向けた取り組みを支援する。

今後の活用（数値目標を達成したもの）および改善の方針（数
値目標を達成できなかったもの）

平成３０年４月

－

△

△

△

・イベントの開催については，来
街者の増加につながるようその内
容の改善を図りつつ，地域の各
個店へ波及する取り組みを支援
する。

・今後も各公共施設の利用促進
を図るとともに，地域の商店街等
と連携し，良好な景観の形成や回
遊性の向上を図る取り組みを進
める。

・整備した公共施設等を利用する
際に，公共交通機関によって来
街されるよう，回遊しやすい環境
を整える必要があるため，スマー
トフォン用観光等案内情報アプリ
などによる一層の利便性の向上
を図り，来街促進および回遊性を
高める。

・来街頻度は，２０代以上の市民
を対象としてアンケート調査をし
ていたことから，市民交流プラザ
の主な利用者となっている１０代
の来街頻度が反映されていな
い。

数値目標・成果の達成

数値目標と目標・事業との関連性等
うまくいかなかった点

来街頻度については，過去のデータ蓄積がなく，これまでの傾向（上昇傾向か，下降傾向か）を捉えることができない中で，上昇する目標値を設定しており，達成が困難な目標値となってい
た。

指標３・４の市民アンケート調査は，集客施設の完成から間もない中で実施しており，その波及効果が反映される結果とならなかった。こうした調査の実施にあたっては，集客施設等の完成から
数値指標の計測まで一定の期間が必要であると考える。

資料 ３ 



■函館市中心市街地地区都市再生整備計画事後評価原案の概要

（２）今後のまちづくりの方策

・市道ときわ通の整備やアーケード撤去事業により，安全な歩
行空間の整備，電車停留所，歩行者案内サインおよび観光等
案内情報端末の整備による回遊しやすい環境が確保された。

・消費者が必要としている商業機能とするため，商店街やまちづくり会社，整
備した公共施設などと情報を共有し，各個店が行う様々な取り組みに対し必
要な支援を行う。

改善策の基本的な考え方

・魅力ある商店街の形成のため，消費者ニーズに応えるとともに，各個店そ
れぞれが魅力を高める必要がある。

・市街地再開発事業および優良建築物等整備事業により，新
たな商業施設や公共施設などの集客施設が完成した。
・子育て世代活動支援プラザ（はこだてキッズプラザ），はこだて
おもしろ館（はこだてみらい館）には，親子での利用はもちろ
ん，孫と祖父母といった方々が訪れており，また，市民交流プラ
ザ（函館コミュニティプラザ）では，若者からお年寄りまで多世代
による利用が図られ，中心市街地への来街者の増加がみられ
た。

－

効果の持続を図る事項

新たな賑わいの創出

商業機能の強化と周知

改善する事項

・商店街やまちづくり会社等による効果的な事業・イベントの開催や公
共施設と連携した事業の展開

効果を持続させるための基本的な考え方 想定される事業

事後評価原案の公表

・駐車場位置情報周知事業
・商店街マップ作成事業

・商店街や各個店による店舗や地域の魅力向上の取り組みの推進

想定される事業

・中心市街地出店促進事業
・商店街や各個店による店舗や地域の魅力向上の取り組みの推進

魅力ある商店街の形成

・人口減少，高齢化社会に向け立地適正化計画に基づく都市機能の集約
化と居住誘導による中心市街地の形成が必要である。
・安全安心な歩行空間の確保のため，国が実施する函館駅前通整備の早
期完了を要望する。
・整備した公共施設や商店街などの情報発信に取り組む。

様々な都市機能が集約され，
人々が訪れたくなる中心市街地

効果を持続させるために行う方策

・自動車利用者向けの駐車場情報の提供。
・民間駐車場や商店街等との提携駐車場のサービス拡大。
・店舗情報などを記載した商店街マップの提供。

・街なか居住促進事業
・公共施設の利用促進に向けたＰＲ活動
・商店街や各個店による情報発信

駐車場や店舗の位置情報

今
後
の
ま
ち
づ
く
り
の
方
策

改善策
・未達成の目標を達成するための改善策
・未解決の課題を解消するための改善策
・新たに発生した課題に対する改善策

・基盤整備は，ほぼ達成されたので，今後は，ソフト事業の展開による新た
な魅力の創出を図って行く。
・賑わいを拡大させていくための事業については，商店街，まちづくり会社
等が主体となって実施するよう必要な支援を行う。

ま
ち
の
課
題
の
変
化

事業によって発生した新たな課題

・市街地再開発事業や優良建築物等整備
事業によって新たな商業施設や公共施設
が完成し，自動車での来訪が増加したこと
により，駐車場案内などへの対応が必要と
なった。

・北海道新幹線新函館北斗駅から訪れる観光客を中心
市街地へ呼び込み，街なかの賑わいを高める必要があ
る。

・関連事業による再開発ビルや新たな商業施設，公共施設など
の整備により，観光客が訪れやすい環境が整い，歩行者通行
量や中心市街地の観光入込客数が増加した。

事業前，計画に記載したまちの課題

・中心市街地内の大型商業施設の閉店や空き店舗の
増加，魅力ある店舗の不足等により，市民の来街機会
が減少している。

・小売業年間販売額が減少にある中で，既存の施設だ
けでは集客に限界があり，中心市街地の活性化は難し
いため，新たな集客施設が必要である。

・中心市街地には，子どもやお年寄りが利用できる公共
公益施設が不足しており，街なか居住の推進や来街者
増加を図るためには，子どもからお年寄りまでが楽しめ
る施設整備が必要である。

・中心市街地を訪れる人が，安全・安心に歩行できる環
境づくりが必要である。

・整備した公共施設を利用する観光客の割合をさらに高めるよう，施設のＰ
Ｒなどに取り組む必要がある。

達成されたこと（課題の改善状況）

・市街地再開発事業および優良建築物等整備事業により，新
たな商業施設や公共施設などの集客施設が完成し，そうした施
設の利用者が増加した。
・中心市街地出店促進事業により主要な道路沿道の空き店舗
等に出店を促進させ，沿道の空き店舗の解消が図られた。

残された未解決の課題

・整備した公共施設の集客をさらに促すとともに，さらなる来街を促すため
に商店街との連携を強化した取り組みを進め，回遊性の向上を図る必要が
ある。
・既存店舗の魅力向上や商店街としての魅力ある事業を進めるとともに，情
報発信やＰＲに努め，市民の来街機会の増加を図る必要がある。
・主要な道路の後背地などの空き店舗解消や魅力的な店舗の出店などが
必要である。

・国が実施する函館駅前通の整備に合わせて，アーケード撤去事業を実
施したが，安全・安心に歩行できる環境とするためには，駅前通整備事業
の完了が急がれる。

意見の提出の有無

・意見の提出なし。
・広報誌により公表を周知し，経済部中心市街地担当窓
口にて閲覧，ホームページに掲載する。

公表方法

平成２９年１２月２７日から平成３０年１月１５日

公表期間・意見受付期間 意見の受付方法

・意見書に記載のうえ，郵送，FAX，電子メール，
持参のいずれかで提出。
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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 200 ha

平成 25 年度　～ 平成 29 年度 平成 25 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 H24 H29

回／年 H23 H29

％ H21 H29

％ H20 H29

市民アンケート調査による本町・五稜郭地区への来街頻度
のうち「ほぼ毎日」から「週１～４回」と回答した人の割合

中心市街地への市民の来街状況の把握 21 26

目標値

本町・五稜郭地区への来街頻度

中心市街地内１６地点における歩行者通行量の平日と休
日の２日間の平均値

中心市街地における賑わいや回遊性の把握 41,000

都道府県名 北海道 函館市 中心市街地地区

計画期間 交付期間 29

・中心市街地内の大型商業施設の閉店や、空き店舗の増加、魅力ある店舗の不足等により、市民の来街機会が減少している。
・小売業年間販売額が減少にある中で、既存の施設だけでは集客に限界があり、中心市街地の活性化は難しいため、新たな集客力のある施設整備が必要である。
・中心市街地には、子どもやお年寄りが利用できる公共公益施設が不足しており、街なか居住の推進や来街者増加を図るためには、子どもからお年寄りまでが楽しめる施設整備が必要である。
・中心市街地を訪れる人が、安全・安心に歩行できる環境づくりとともに、回遊しやすい環境づくりが必要である。
・北海道新幹線新函館駅から訪れる観光客を中心市街地へ呼び込み、街なかの賑わいを高める必要がある。

・「新函館市総合計画」　市街地の整備の基本方向として，中心市街地の賑わいの創出をはじめ，低未利用地等の活用や市街地再開発事業を推進するとともに，地区生活拠点の機能強化を図り，歩いて暮らせるまちづくりを進めることとしている。
・「函館市都市計画マスタープラン」　まちづくりの目標　①歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり，②快適・安全なまちづくり，③市街地と農漁村が共生するまちづくり，④美しくうるおいあふれるまちづくり，⑤経済活動を支えるまちづくり

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性

40,416

従前値

中心市街地におけるイベント開催数 中心市街地での交流や賑わいを把握

大目標　　市民生活と歴史・文化，観光が融合した回遊性の高いまちづくり
目標１　賑わいある集客拠点の創出
目標２　新たな交流を生む都市空間の創出

・函館駅前・大門地区から本町・五稜郭・梁川地区は，市役所をはじめ国等の行政関連施設が集積するとともに，ＪＲ函館駅を中心とする広域交通機能を有し，文化・芸術，スポーツに係わる施設，総合病院が複数立地するなど，市民活動や生活に係わ
る重要な施設が集積していることから，本市の中心市街地として重要な役割を担っている地域である。

・平成１１年５月には、函館駅前・大門地区の約４８ヘクタールの区域を対象に、旧法に基づく中心市街地活性化基本計画を策定し、これまで活性化に向けた各種施策を展開してきたところであるが、長引く景気の低迷、都市機能の拡散、大規模集客施設
の郊外立地、さらには少子高齢化などに伴う人口の減少等により、函館駅前・大門地区のみならず本町・五稜郭・梁川地区などを含めた新たに設定する中心市街地全体が衰退してきた。なかでも本町・五稜郭・梁川地区は、平成１５年の西武デパートや
平成２１年のグルメシティ五稜郭店など大型商業施設の相次ぐ閉店により賑わいが低下し、中心市街地としての魅力が失われつつある。

・函館市では、平成２３年１２月に「函館市都市計画マスタープラン」を策定し、今後の人口減少時代に向けた新たなまちづくりの方向性として、市街地の拡大抑制や既存ストックの活用、都市機能の集約化、公共交通の維持・充実などに取り組むコンパク
トなまちづくりを進めることとしており、中でも中心市街地は地域の経済および社会の発展に果たす役割が非常に重要であると位置づけてたところである。
・現在、梁川地区で民間マンションの建設が進んでいるほか、今後、函館駅前や本町交差点付近でも新たなマンション建設が予定されており、街なか居住の促進が進められている。

・平成２７年度には北海道新幹線新函館開業が控えていることから、市民のみならず函館を訪れるすべての人に魅力あるまちづくりを早急に進めて行く必要がある。

20函館駅前・大門地区への来街頻度
市民アンケート調査による函館駅前・大門地区への来街頻
度のうち「毎日」から「週１回程度」と回答した人の割合

中心市街地への市民の来街状況の把握 10.8

歩行者通行量

45 51イベント開催数



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他
○事業終了後の継続的なまちづくり活動について
　中心市街地内では、(株)はこだてティーエムオーや(株)まちづくり五稜郭のほか、商店街振興組合等が独自の活動を実施又は計画しており、事業終了後もこうした活動と連携しながら、市民や観光客などのニーズに応じた取り組みを実施し、賑わいの創
出に努める。

○交付期間中の計画の管理について
　事業期間中の一定段階で、事業の進捗状況の精査や評価分析を行った上で、ホームページなどで情報を公開する。

方針に合致する主要な事業
○整備方針１　賑わいある集客拠点の創出
・子どもから高齢者までが楽しめる環境づくり
・空き店舗の利活用に対する支援の充実
・イベント等の積極的開催の支援
・商業機能と公共公益機能が連携した施設整備の推進

・子育て世代活動支援プラザ整備事業（基幹事業・高次都市施設）
・はこだておもしろ館整備事業（基幹事業・高次都市施設）
・市民交流プラザ整備事業（基幹事業・高次都市施設）
・中心市街地出店促進事業（提案事業・地域創造支援事業）
・事業効果分析調査（提案事業・事業活用調査）
・函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業（関連事業）
・函館本町地区優良建築物等整備事業（関連事業）
・函館市元気いっぱい商店街等支援交付金事業（関連事業）

○整備方針２　新たな交流を生む都市空間の創出
・観光客に対する案内情報機能の充実
・利用しやすい公共交通の充実
・安全・安心な歩行空間の確保
・デザイン性の高い街並み景観の創出

・歩行者案内サイン整備事業（基幹事業・地域生活基盤施設）
・観光等案内情報端末整備事業（提案事業・地域創造支援事業）
・電車停留所整備事業（提案事業 ・地域創造支援事業）
・バス停留所上屋整備事業（提案事業・地域創造支援事業）
・市道ときわ通道路改築事業（基幹事業・道路）
・市道放射２－２号線歩道整備事業（基幹事業・高質空間形成施設）
・市道ときわ通歩道整備事業（基幹事業・高質空間形成施設）
・グリーンプラザ整備事業（基幹事業・地域生活基盤施設）
・市道広小路整備事業（基幹事業・高質空間形成施設）
・アーケード撤去事業（提案事業・地域創造支援事業）
・（再掲）事業効果分析調査（提案事業・事業活用調査）



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

道路

函館市 直 L=190ｍ 25 25 25 25 33 33 33 0 33

地域生活基盤施設 －

函館市 直 A=4793.7㎡ 26 28 26 28 290 290 290 0 290

函館市 直 20箇所 25 25 25 25 16 16 16 0 16

高質空間形成施設 －

函館市 直 L=240m 26 27 26 27 60 60 60 0 60

函館市 直 L=150m 26 26 26 26 30 30 30 0 30

函館市 直 L=330.6ｍ 26 28 26 28 110 110 110 0 110

高次都市施設 －

函館市 直 A=1,219㎡ 26 28 26 28 636 636 636 636

函館市 直 A=1,080㎡ 26 28 26 28 564 564 564 0 564

函館市 直 A=1,341㎡ 27 29 27 29 400 400 400 0 400

合計 2,139 2,139 2,139 2,139 …A
提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

商店街 間 L=457.98m 26 27 26 27 155 155 140 140

函館市 直 ８箇所 25 29 25 29 78 78 78 0 78

函館市 直 ９箇所 25 29 25 29 290 290 290 0 290

函館市 直 １５箇所 26 29 26 29 60 60 60 60

個人 間 － 25 29 25 29 68 68 34 34 34

函館市 直 － 27 29 27 29 8 8 8 8

合計 659 659 610 610 …B
合計(A+B) 2,749

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
個人 国土交通省 ○ 25 28 4,372

民間 国土交通省 ○ 26 29 3,986

函館市 － ○ 23 未定 未定

合計 8,358

市民交流プラザ整備事業

はこだておもしろ館整備事業

バス停留所上屋整備事業 －

観光等案内情報端末整備事業 －

電車停留所整備事業 －

グリーンプラザ整備事業

函館市元気いっぱい商店街等支援交付金事業

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業 函館駅前若松地区

函館本町地区優良建築物等整備事業 函館本町地区

事業活用調
査

15

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

地域創造
支援事業

中心市街地出店促進事業

まちづくり活
動推進事業

うち民負担分
アーケード撤去事業 国道２７８号 15

事業効果分析調査 － 0

－

0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

市道ときわ通改築事業

市道ときわ通歩道整備事業

市道放射２－２号線歩道整備事業

市道広小路整備事業

交付期間内事業期間
細項目 うち民負担分

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

0

交付対象事業費 2,749 交付限度額

歩行者用案内サイン整備事業

子育て世代活動支援プラザ整備事業

1,237 国費率 0.45



都市再生整備計画の区域

　中心市街地地区（北海道函館市） 面積 200 ha 区域
松風町の全部と大手町，東雲町，大森町，若松町，千歳町，新川町，上新川町，中島町，
千代台町，堀川町，時任町，本町，梁川町，五稜郭町および本通１丁目の各一部



歩行者通行量 （人） 40,416 （H24年度） → 41,000 （H29年度）

イベント開催数 （回／年） 45 （H23年度） → 51 （H29年度）

本町・五稜郭地区への来街頻度（％） 21 （H21年度） → 26 （H29年度）

函館駅前・大門地区への来街頻度（％） 10.8 （H20年度） → 20 （H29年度）

　中心市街地地区（北海道函館市）　整備方針概要図

目標 市民生活と歴史・文化，観光が融合した回遊性の高いまちづくり
代表的な

指標

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例

市道ときわ通道路改築事業（道路）

グリーンプラザ整備事業
（地域生活）

歩行者案内サイン整備事業（地域生活）

市道放射２－２号線歩道整備（高質空間）

市道ときわ通歩道整備（高質空間）

バス停留所上屋整備事業（地域創造）

電車停留所整備事業（地域創造）

はこだておもしろ館整備事業
（高次都市）

アーケード撤去事業（地域創造）

事業効果分析調査（事業活用）

バス停留所上屋整備事業（地域創造）

函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業

函館市元気いっぱい商店街等支援交付金事業

中心市街地出店促進事業（地域創造）

市道広小路整備事業
（高質空間）

市民交流プラザ整備事業（高次都市）

観光等案内情報端末整備事業
（地域創造）

函館本町地区優良建築物等整備事業

子育て世代活動支援プラザ整備事業
（高次都市）



都市再生整備計画（第５回変更）
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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 200 ha

平成 25 年度　～ 平成 29 年度 平成 25 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 H24 H29

回／年 H23 H29

％ H21 H29

％ H20 H2920函館駅前・大門地区への来街頻度
市民アンケート調査による函館駅前・大門地区への来街頻
度のうち「毎日」から「週１回程度」と回答した人の割合

中心市街地への市民の来街状況の把握 10.8

本町・五稜郭地区への来街頻度
市民アンケート調査による本町・五稜郭地区への来街頻度
のうち「ほぼ毎日」から「週１～４回」と回答した人の割合

中心市街地への市民の来街状況の把握 21 26

目標値

イベント開催数 中心市街地におけるイベント開催数 中心市街地での交流や賑わいを把握 45

41,000歩行者通行量
中心市街地内１６地点における歩行者通行量の平日と休
日の２日間の平均値

中心市街地における賑わいや回遊性の把握 40,416

51

都道府県名 北海道 函館市 中心市街地地区

計画期間 交付期間 29

大目標　　市民生活と歴史・文化，観光が融合した回遊性の高いまちづくり
目標１　賑わいある集客拠点の創出
目標２　新たな交流を生む都市空間の創出

・函館駅前・大門地区から本町・五稜郭・梁川地区は，市役所をはじめ国等の行政関連施設が集積するとともに，ＪＲ函館駅を中心とする広域交通機能を有し，文化・芸術，スポーツに係わる施設，総合病院が複数立地するなど，市民活動や生活に係わ
る重要な施設が集積していることから，本市の中心市街地として重要な役割を担っている地域である。

・平成１１年５月には、函館駅前・大門地区の約４８ヘクタールの区域を対象に、旧法に基づく中心市街地活性化基本計画を策定し、これまで活性化に向けた各種施策を展開してきたところであるが、長引く景気の低迷、都市機能の拡散、大規模集客施
設の郊外立地、さらには少子高齢化などに伴う人口の減少等により、函館駅前・大門地区のみならず本町・五稜郭・梁川地区などを含めた新たに設定する中心市街地全体が衰退してきた。なかでも本町・五稜郭・梁川地区は、平成１５年の西武デパート
や平成２１年のグルメシティ五稜郭店など大型商業施設の相次ぐ閉店により賑わいが低下し、中心市街地としての魅力が失われつつある。

・函館市では、平成２３年１２月に「函館市都市計画マスタープラン」を策定し、今後の人口減少時代に向けた新たなまちづくりの方向性として、市街地の拡大抑制や既存ストックの活用、都市機能の集約化、公共交通の維持・充実などに取り組むコンパク
トなまちづくりを進めることとしており、中でも中心市街地は地域の経済および社会の発展に果たす役割が非常に重要であると位置づけてたところである。
・現在、梁川地区で民間マンションの建設が進んでいるほか、今後、函館駅前や本町交差点付近でも新たなマンション建設が予定されており、街なか居住の促進が進められている。

・平成２７年度には北海道新幹線新函館開業が控えていることから、市民のみならず函館を訪れるすべての人に魅力あるまちづくりを早急に進めて行く必要がある。

・中心市街地内の大型商業施設の閉店や、空き店舗の増加、魅力ある店舗の不足等により、市民の来街機会が減少している。
・小売業年間販売額が減少にある中で、既存の施設だけでは集客に限界があり、中心市街地の活性化は難しいため、新たな集客力のある施設整備が必要である。
・中心市街地には、子どもやお年寄りが利用できる公共公益施設が不足しており、街なか居住の推進や来街者増加を図るためには、子どもからお年寄りまでが楽しめる施設整備が必要である。
・中心市街地を訪れる人が、安全・安心に歩行できる環境づくりとともに、回遊しやすい環境づくりが必要である。
・北海道新幹線新函館駅から訪れる観光客を中心市街地へ呼び込み、街なかの賑わいを高める必要がある。

・「新函館市総合計画」　市街地の整備の基本方向として，中心市街地の賑わいの創出をはじめ，低未利用地等の活用や市街地再開発事業を推進するとともに，地区生活拠点の機能強化を図り，歩いて暮らせるまちづくりを進めることとしている。
・「函館市都市計画マスタープラン」　まちづくりの目標　①歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり，②快適・安全なまちづくり，③市街地と農漁村が共生するまちづくり，④美しくうるおいあふれるまちづくり，⑤経済活動を支えるまちづくり

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他
○事業終了後の継続的なまちづくり活動について
　中心市街地内では、(株)はこだてティーエムオーや(株)まちづくり五稜郭のほか、商店街振興組合等が独自の活動を実施又は計画しており、事業終了後もこうした活動と連携しながら、市民や観光客などのニーズに応じた取り組みを実施し、賑わいの創出
に努める。

○交付期間中の計画の管理について
　事業期間中の一定段階で、事業の進捗状況の精査や評価分析を行った上で、ホームページなどで情報を公開する。

方針に合致する主要な事業
○整備方針１　賑わいある集客拠点の創出
・子どもから高齢者までが楽しめる環境づくり
・空き店舗の利活用に対する支援の充実
・イベント等の積極的開催の支援
・商業機能と公共公益機能が連携した施設整備の推進

・子育て世代活動支援プラザ整備事業（基幹事業・高次都市施設）
・はこだておもしろ館整備事業（基幹事業・高次都市施設）
・はこだておもしろ館整備事業（提案事業・地域創造支援事業）
・市民交流プラザ整備事業（基幹事業・高次都市施設）
・中心市街地出店促進事業（提案事業・地域創造支援事業）
・事業効果分析調査（提案事業・事業活用調査）
・函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業（関連事業）
・函館本町地区優良建築物等整備事業（関連事業）
・函館市元気いっぱい商店街等支援交付金事業（関連事業）
・都市構造に関する基礎調査（提案事業・事業活用調査）

○整備方針２　新たな交流を生む都市空間の創出
・観光客に対する案内情報機能の充実
・利用しやすい公共交通の充実
・安全・安心な歩行空間の確保
・デザイン性の高い街並み景観の創出

・歩行者案内サイン整備事業（基幹事業・地域生活基盤施設）
・観光等案内情報端末整備事業（提案事業・地域創造支援事業）
・電車停留所整備事業（提案事業 ・地域創造支援事業）
・市道ときわ通道路改築事業（基幹事業・道路）
・市道ときわ通歩道整備事業（基幹事業・高質空間形成施設）
・アーケード撤去事業（提案事業・地域創造支援事業）
・（再掲）事業効果分析調査（提案事業・事業活用調査）
・（再掲）都市構造に関する基礎調査（提案事業・事業活用調査）



様式３　目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項

（金額の単位は百万円）

基幹事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 函館市 直 L=190ｍ 25 25 25 25 22 22 22 0 22 －

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 函館市 直 20箇所 25 25 25 25 15 15 15 0 15 －

高質空間形成施設 函館市 直 L=150ｍ 26 26 26 26 38 38 38 0 38 －

高次都市施設 函館市 直 A=1,218.26㎡ 26 28 26 28 782 782 782 0 782 －

高次都市施設 函館市 直 A=1,265.93㎡ 26 28 26 28 813 813 813 0 813 －

高次都市施設 函館市 直 A=1,181.9㎡ 27 28 27 28 1,017 1,017 1,017 0 1,017 －

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

高齢者交流拠点誘導施設

既存建造物活用事業（高次都市施設）

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 2,687 2,687 2,687 0 2,687 － …A

提案事業（継続地区の場合のみ記載）

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

函館市 直 L=457.98ｍ 27 29 27 29 73 73 66 7 66

観光等案内情報端末整備事業 函館市 直 2箇所 25 25 25 25 60 60 60 0 60

電車停留所整備事業 函館市 直 5箇所 25 29 25 29 316 316 316 0 316

函館市 直 － 25 29 25 29 68 68 34 34 34

函館市 直 A=78.75㎡ 26 28 26 28 51 51 51 0 51

函館市 直 － 27 29 27 29 6 6 6 0 6

函館市 直 － 28 29 28 29 25 25 25 0 25

合計 599 599 558 41 558 …B

合計(A+B) 3,245

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

個人 国土交通省 ○ 25 28 4,372

民間 国土交通省 ○ 26 29 3,986

函館市 － ○ 23 未定 未定

合計 8,358

交付対象事業費 3,245 交付限度額 1,460 国費率 0.45

交付期間内事業期間
細項目

市道ときわ通改築事業

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

市道ときわ通歩道整備事業

子育て世代活動支援プラザ整備事業

連携生活拠点誘導施設

はこだておもしろ館整備事業

市民交流プラザ整備事業

歩行者用案内サイン整備事業

住宅市街地
総合整備
事業

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

アーケード撤去事業 国道２７８号

中心市街地出店促進事業 －

はこだておもしろ館整備事業 －

－

－

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

事業活用調
査

事業効果分析調査 －

都市構造に関する基礎調査 －

まちづくり活
動推進事業

函館市元気いっぱい商店街等支援交付金事業

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業 函館駅前若松地区

函館本町地区優良建築物等整備事業 函館本町地区



都市再生整備計画の区域

　中心市街地地区（北海道函館市） 面積 200 ha 区域
松風町の全部と大手町，東雲町，大森町，若松町，千歳町，新川町，上新川町，中島町、
千代台町，堀川町，時任町，本町，梁川町，五稜郭町および本通１丁目の各一部



歩行者通行量 （人） 40,416 （H24年度） → 41,000 （H29年度）

イベント開催数 （回／年） 45 （H23年度） → 51 （H29年度）

本町・五稜郭地区への来街頻度（％） 21 （H21年度） → 26 （H29年度）

函館駅前・大門地区への来街頻度（％） 10.8 （H20年度） → 20 （H29年度）

　中心市街地地区（北海道函館市）　整備方針概要図

目標 市民生活と歴史・文化，観光が融合した回遊性の高いまちづくり
代表的な

指標

        基幹事業 

        提案事業 

        関連事業 

凡  例 

電車停留所整備事業（地域創造） 

中心市街地出店促進事業（地域創造） 

事業効果分析調査（事業活用） 

都市構造に関する基礎調査 
            （事業活用） 

市道ときわ通道路改築事業（道路） 

観光等案内情報端末整備事業   
            （地域創造） 

市道ときわ通歩道整備（高質空間） 

函館本町地区優良建築物等整備事業 

市民交流プラザ整備事業（高次都市） 

歩行者案内サイン整備事業（地域生活） 

子育て世代活動支援プラザ整備事業 
               （高次都市） 

はこだておもしろ館整備事業 
               （高次都市） 

はこだておもしろ館整備事業 
               （地域創造） 

観光等案内情報端末整備事業   
            （地域創造） 

函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業 

函館市元気いっぱい商店街等支援交付金事業 

アーケード撤去事業（地域創造） 
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